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４ 趣  旨 

加齢に伴い耳が聞こえにくくなる「加齢性難聴」は、６０歳代後半で３人に１人、７５

歳以上になると７割以上で発症（日本老年学会）すると言われています。 

難聴は日常生活を不便にし、コミュニケーションを困難とするなど生活の質を落とす大

きな原因となるばかりか、最近では認知症の危険因子になることも指摘されています。 

（２０１５年厚生労働省『認知症施策推進総合戦略「新オレンジプラン」』) こうした中で、

聞こえの悪さを補完し、会話や音を聴き取れるようにするのが補聴器です。 

日本の補聴器の使用率は欧米と比べると極めて低く、日本補聴器工業会の調査報告でも

イギリスの４７．６％に対して我が国は１４．４％と極端に低い数値となっています。こ

の背景には、日本において補聴器の価格が片耳あたりおおむね１５～３０万円で保険適用

がないため全額自己負担となっていることがあります。 

身体障害者である高度・重度難聴の場合は補装具費支給制度により負担が軽減され、中

等度以下の場合は購入後に医療費控除を受けられるものの、その対象者はわずかで、約９

割の人は自費で購入しているため、特に低所得の年金暮らしの高齢者に対する配慮が欠け

ていると言わざるを得ません。 

厚生労働省の研究補助事業（２０２０年度）の研究報告では「早期発見の仕組みの構築」

「補聴器装用を継続するために難聴高齢者をフォローする」と提言しています。 

耳が聞こえにくい、耳が聞こえないという高齢者の難聴は、社会参加・再雇用などの大

きな障害となっています。高齢になっても生活の質を落とさず、心身ともに健やかに過ご

すことができ、認知症の予防、健康寿命の延長、医療費の抑制にもつながる施策として、

下記の事項を陳情します。 

 

記 
 
（１）加齢性難聴者の補聴器購入に係わる市独自の補助制度を①助成の対象は６０歳以上

で、所得制限はなしとすること。②助成額の上限は住民税非課税の人は購入額の２

分の１、住民税課税の人はその２分の１として創設すること。 

（２）難聴に気付いていない人も多く、６０歳以上の市民の聴力検査を行うこと。 

（３）加齢性難聴者の補聴器購入の支援制度創設を求める意見書を国に提出すること。 

 

５ 付託委員会  教育福祉常任委員会 

 


